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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第48期
第３四半期
累計期間

第49期
第３四半期
累計期間

第48期
第３四半期
会計期間

第49期
第３四半期
会計期間

第48期

会計期間

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成23年
１月１日

至　平成23年
９月30日

自　平成22年
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成23年
７月１日

至　平成23年
９月30日

自　平成22年
１月１日

至　平成22年
12月31日

売上高 （千円） 5,054,9505,998,8341,678,2231,917,4837,358,872

経常利益 （千円） 345,187 673,066 121,559 219,265 532,880

四半期（当期）純利益 （千円） 162,579 335,236 56,625 107,528 421,366

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 674,265 674,265 674,265

発行済株式総数 （株） － － 5,104,0035,104,0035,104,003

純資産額 （千円） － － 7,772,9448,246,3868,019,514

総資産額 （千円） － － 15,652,107 15,890,58115,563,206

１株当たり純資産額 （円） － － 1,528.531,620.66　 1,576.93

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 32.15 66.29 11.20 21.26 83.31

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － 65.89 － 21.11 －

１株当たり配当額 （円） － － － － 25.00

自己資本比率 （％） － － 49.4 51.6 51.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 770,004738,388　 － － 1,092,832

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △102,593△392,945　 － － △170,094

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △554,503△555,311　 － － △779,762

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 1,778,9371,599,138　 1,809,006

従業員数 （人） － － 213 217 211

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推

移については記載しておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

　　　　３．第48期及び第48期第３四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、希薄化効果を有していないため記載しておりません。

　　　　４．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社により営まれている事業の内容に重要な変更はありません。　　　

　　　　　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 217 [183]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間の生産実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
　　至　平成23年９月30日）

前年同四半期比
（％）　

マスク関連事業（千円） 2,642,193 －

その他事業（千円） 121,399 －

合計（千円） 2,763,592 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績をセグメント別に示すと、次の通りであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
　　至　平成23年９月30日）

前年同四半期比
（％）　

マスク関連事業（千円） 1,789,383 －

その他事業（千円） 128,100 －

合計（千円） 1,917,483 －

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．前第３四半期会計期間及び当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次の通りであります。

相手先

前第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ミドリ安全用品㈱ 311,279 18.5 304,430 15.9

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

当第３四半期会計期間（平成23年７月～９月）におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による企業の生産活

動の急激な落ち込みが、生産設備や寸断されたサプライチェーンの復旧によって、生産活動の回復とともに輸出も

持ち直し、景気は徐々に回復し始めました。しかしながら東日本大震災の本格的な復旧・復興は始まったばかりで

あり、一方欧米の景気減速懸念による円高と株安が急速に進み、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

そのような状況の中で当社は、第2四半期に続き震災・原発事故対策用マスクの需要拡大に対して情報収集と最

大限の供給に努めた結果、当第3四半期会計期間の売上高につきましては、19億17百万円（前年同四半期比14.3％

増）と堅調に推移しており、利益につきましても、営業利益２億32百万円（前年同四半期比64.3％増）、経常利益２

億19百万円（前年同四半期比80.4％増）、四半期純利益１億７百万円（前年同四半期比89.9％増）といずれも増益

となりました。

セグメント別の業績は以下の通りであります。

（マスク関連事業）

震災・原発事故対策用のマスクの販売増によって、売上高は17億89百万円（前年同四半期比15.3％増）となりま

した。

（その他事業／環境関連事業等を含む）

昨年に比べ医療施設向けホルムアルデヒド対策用換気装置の販売は減少しましたが、全自動内視鏡洗浄消毒装置

等の販売が伸び、売上高は１億28百万円（前年同四半期比1.1％増）となりました。

　なお、第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用したことに伴い、上記の前年同四半期との比較については、前年同四半期の数値を新基準に組み

替えて算出した数値との比較に基づいております。

　

（2）資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第３四半期会計期間末の資産合計は158億90百万円（前事業年度末155億63百万円）となり、３億27百万円増加

いたしました。その主な要因は、流動資産が商品及び製品等により２億53百万円増加し、固定資産がオープンクリー

ンシステム「ＫＯＡＣＨ」シリーズの機械設備等の支出に伴う建設仮勘定の増加等により74百万円増加したこと

によるものです。

（負債）

　当第３四半期会計期間末の負債合計は76億44百万円（前事業年度末75億43百万円）となり、１億円増加いたしま

した。その主な要因は、短期借入金が返済により10億円減少した一方、長期借入金が４億40百万円、未払法人税等が

２億20百万円増加したこと等によるものです。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末の純資産合計は82億46百万円（前事業年度末80億19百万円）となり、２億26百万円増加

し、自己資本比率は51.6％（前事業年度末51.2％）となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は15億99百万円となり、第２

四半期会計期間末と比較して７億９百万円増加いたしました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は１億70百万円（前年同四半期は48百万円の収入）となりました。これは主に、税引

前四半期純利益が２億18百万円となったことと、売上債権の減少額２億71百万円及びたな卸資産の増加額３億19百

万円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は２億22百万円（前年同四半期は39百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出２億52百万円及び有形固定資産の売却による収入43百万円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は７億61百万円（前年同四半期は４億99百万円の収入）となりました。これは主に、

長期借入れによる収入10億円及び長期借入金の返済による支出２億95百万円等を行ったことによるものです。 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

（5）研究開発活動

　当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は１億10百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成23年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,104,003 5,104,003

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式

数100株

計 5,104,003 5,104,003 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

①　平成19年３月29日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,130

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 113,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　 1,363

新株予約権の行使期間
自　平成21年４月３日

至　平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　

資本組入額

1,363 

  682

新株予約権の行使の条件

・権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員

のいずれかの地位を保有している場合に限る。ただし、

任期満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由がある

場合は、この限りではない。

・譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。

・その他の条件は、第44期定時株主総会決議及び取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡をする場合は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 －
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②　平成22年３月26日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,090

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 109,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　 704

新株予約権の行使期間
自　平成24年４月１日

至　平成27年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　

資本組入額

　704 

  352

新株予約権の行使の条件

・権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員

のいずれかの地位を保有している場合に限る。ただし、

任期満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由がある

場合は、この限りではない。

・譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。

・その他の条件は、第47期定時株主総会決議及び取締役会

決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡をする場合は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 －

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成23年７月１日～

平成23年９月30日 
－ 5,104,003 － 674,265 － 527,936

　

（６）【大株主の状況】

　　　　大量保有報告書等の写しの送付等が無く、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成23年９月30日現在

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － － 

　議決権制限株式(自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式） 

普通株式　 　46,500
－ －

　完全議決権株式（その他） 普通株式　5,055,700 50,557 －

　単元未満株式 普通株式      1,803  － －

　発行済株式総数  5,104,003  － －

　総株主の議決権  －  50,557 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含

 　　　まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　興研株式会社
東京都千代田区

四番町７番地
46,500 － 46,500  0.91

 計 － 46,500 －  46,500 0.91

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 763 819 1,2491,0951,2501,1501,3501,1671,131

最低（円） 715 728 765 946 927 1,0271,014 974 948

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、異動はありません。

 

EDINET提出書類

興研株式会社(E02396)

四半期報告書

10/27



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22

年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22

年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半

期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,599,138 1,809,006

受取手形及び売掛金 2,767,377 3,219,365

商品及び製品 844,142 491,677

仕掛品 450,210 253,243

原材料及び貯蔵品 578,167 323,955

繰延税金資産 291,093 196,185

その他 63,648 48,276

貸倒引当金 △3,000 △4,000

流動資産合計 6,590,777 6,337,710

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,357,164

※1
 1,381,964

機械及び装置（純額） ※1
 803,142

※1
 906,739

土地 5,407,133 5,377,462

その他（純額） ※1
 488,705

※1
 332,655

有形固定資産合計 8,056,145 7,998,822

無形固定資産 34,479 29,476

投資その他の資産

投資有価証券 58,580 72,209

繰延税金資産 258,732 269,702

役員に対する保険積立金 808,038 782,310

その他 87,827 73,974

貸倒引当金 △4,000 △1,000

投資その他の資産合計 1,209,178 1,197,197

固定資産合計 9,299,803 9,225,495

資産合計 15,890,581 15,563,206
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 307,858 144,508

短期借入金 ※3, ※4
 2,100,000

※3, ※4
 3,100,000

1年内返済予定の長期借入金 1,307,600 1,128,000

未払金 205,872 159,516

未払法人税等 280,377 59,580

賞与引当金 276,000 201,000

役員賞与引当金 31,000 24,400

その他 148,586 192,483

流動負債合計 4,657,295 5,009,489

固定負債

長期借入金 2,332,700 1,891,800

役員退職慰労引当金 410,900 391,900

資産除去債務 6,766 －

その他 236,533 250,502

固定負債合計 2,986,900 2,534,202

負債合計 7,644,195 7,543,692

純資産の部

株主資本

資本金 674,265 674,265

資本剰余金 528,693 528,693

利益剰余金 7,036,707 6,827,907

自己株式 △41,901 △41,887

株主資本合計 8,197,764 7,988,979

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,356 △13,720

評価・換算差額等合計 △1,356 △13,720

新株予約権 49,978 44,255

純資産合計 8,246,386 8,019,514

負債純資産合計 15,890,581 15,563,206
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 5,054,950 5,998,834

売上原価 2,680,096 3,084,215

売上総利益 2,374,854 2,914,618

販売費及び一般管理費 ※1
 1,951,921

※1
 2,196,912

営業利益 422,932 717,706

営業外収益

受取利息 445 115

受取配当金 1,840 2,078

受取手数料 6,753 7,054

雑収入 8,834 10,981

営業外収益合計 17,874 20,230

営業外費用

支払利息 60,140 52,311

社債利息 5,158 －

その他 30,320 12,560

営業外費用合計 95,619 64,871

経常利益 345,187 673,066

特別利益

投資有価証券売却益 12,422 －

特別利益合計 12,422 －

特別損失

有形固定資産除却損 6,659 2,342

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,231

貸倒引当金繰入額 － 3,200

投資有価証券評価損 27,185 34,475

投資有価証券売却損 10,925 －

特別損失合計 44,769 45,250

税引前四半期純利益 312,841 627,815

法人税、住民税及び事業税 114,000 385,000

法人税等調整額 36,261 △92,420

法人税等合計 150,261 292,579

四半期純利益 162,579 335,236
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 1,678,223 1,917,483

売上原価 906,527 967,971

売上総利益 771,695 949,511

販売費及び一般管理費 ※1
 629,901

※1
 716,528

営業利益 141,794 232,982

営業外収益

受取利息 159 41

受取手数料 2,142 2,583

雑収入 2,117 3,326

営業外収益合計 4,419 5,950

営業外費用

支払利息 20,485 16,763

その他 4,169 2,904

営業外費用合計 24,654 19,667

経常利益 121,559 219,265

特別損失

有形固定資産除却損 69 447

投資有価証券評価損 27,185 668

特別損失合計 27,254 1,116

税引前四半期純利益 94,304 218,149

法人税、住民税及び事業税 78,000 165,000

法人税等調整額 △40,320 △54,378

法人税等合計 37,679 110,621

四半期純利益 56,625 107,528
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 312,841 627,815

減価償却費 396,269 392,307

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25,761 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △55,200 19,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 19,000 75,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,300 6,600

製品回収引当金の増減額（△は減少） △24,081 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,000 2,000

受取利息 △445 △115

受取配当金 △1,840 △2,078

支払利息 60,140 52,311

社債利息 5,158 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,231

有形固定資産除却損 6,659 2,342

投資有価証券売却損益（△は益） △1,497 －

投資有価証券評価損益（△は益） 27,185 34,475

売上債権の増減額（△は増加） 790,694 451,988

たな卸資産の増減額（△は増加） △256,432 △803,643

仕入債務の増減額（△は減少） 39,667 163,349

未払消費税等の増減額（△は減少） △45,483 △30,159

その他 △59,383 △43,831

小計 1,230,710 952,594

利息及び配当金の受取額 2,286 1,945

利息の支払額 △71,183 △50,510

法人税等の支払額 △391,809 △165,641

営業活動によるキャッシュ・フロー 770,004 738,388
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 51,144 －

有形固定資産の取得による支出 △184,032 △426,111

有形固定資産の売却による収入 31,578 55,688

無形固定資産の取得による支出 △5,707 △8,542

長期前払費用の取得による支出 △340 －

貸付金の回収による収入 2,683 1,137

貸付けによる支出 △1,050 －

その他 3,131 △15,116

投資活動によるキャッシュ・フロー △102,593 △392,945

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,000,000 －

短期借入金の返済による支出 △1,100,000 △1,000,000

長期借入れによる収入 800,000 1,500,000

長期借入金の返済による支出 △876,300 △879,500

社債の償還による支出 △2,200,000 －

配当金の支払額 △125,625 △126,140

その他 △52,578 △49,670

財務活動によるキャッシュ・フロー △554,503 △555,311

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 112,906 △209,868

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の期首残高 1,666,031 1,809,006

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,778,937

※
 1,599,138
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

　

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微であり、税引前四半期

純利益は5,690千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は、6,315千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法

 

　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。　

２．固定資産の減価償却費の

　　算定方法

　定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定しております。

３．繰延税金資産及び繰延税

　　

　　金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に当たり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年９月30日）

前事業年度末
（平成22年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　

　 7,465,492千円
　

　 7,281,859千円
　

　２　受取手形の裏書譲渡額は4,767千円であります。 

 

※３　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約には、財務制

限条項が付されており下記のいずれかの条項に抵触

した場合、多数貸付人の請求に基づくエージェントの

借入人に対する通知により、借入人は全貸付人及び

エージェントに対する本契約上の全ての債務につい

て期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及

び清算金その他本契約に基づき借入人が支払義務を

負担する全ての金員を支払うことになっています。

（条項）

　借入人は、平成20年12月決算以降、決算期の末日及び

第２四半期会計期間の末日において、以下の各号の条

件を充足することを確約する。

①貸借対照表の純資産の部の金額を平成19年12月決

算期末日における貸借対照表の純資産の部の金額

の80％及び直前の決算期末日における貸借対照表

の純資産の部の金額の80％のいずれか高い方の金

額以上に維持すること。

②損益計算書における経常損益につき、２期連続して

損失を計上しないこと（但し、第２四半期は除

く）。

※４　コミットメントライン

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と当座貸越契約及びコミットメントライン契

約を締結しております。これらの契約に基づく当第３

四半期会計期間末の借入未実行残高は次の通りであ

ります。

当座貸越極度額及びコミット

メントラインの総額

3,200,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 1,200,000千円

　２　受取手形の裏書譲渡額は6,570千円であります。

 

※３　財務制限条項

 同左

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 

 

 

※４　コミットメントライン

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と当座貸越契約及びコミットメントライン契

約を締結しております。これらの契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次の通りであります。

当座貸越極度額及びコミット

メントラインの総額

 3,200,000千円

借入実行残高 3,000,000千円

差引額 200,000千円
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（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

給料手当 491,051千円

研究開発費 472,671千円

賃借料 140,654千円

給料手当 537,882千円

研究開発費 360,635千円

賃借料 148,442千円

 

前第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

給料手当 130,184千円

研究開発費 235,637千円

賃借料 45,151千円

給料手当 181,033千円

研究開発費 110,441千円

賃借料 54,326千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

　　表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,778,937千円

現金及び現金同等物 1,778,937千円

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

　　表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,599,138千円

現金及び現金同等物 1,599,138千円

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　5,104,003株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　 46,565株 

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　49,978千円 
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４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 126 25 平成22年12月31日平成23年３月28日利益剰余金

 

(2) 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

　　となるもの

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　当第３四半期会計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しております。

なお、この他に該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　　　　当第３四半期会計期間末（平成23年９月30日） 

　　　　　金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められませ

　　　　ん。　 

　

（有価証券関係）

　有価証券の当第３四半期貸借対照表計上額は、前事業年度末に比べて著しい変動がありません。 

（デリバティブ取引関係）

　当社の利用しているデリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を省

略しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）

　ストック・オプションに係る当第３四半期会計期間における費用計上額及び科目名

製造費用　　　　　　　　　　　　315千円

　販売費及び一般管理費　　　　　1,592千円

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、当会計年度の期首時点と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年９月30日）

賃貸等不動産の四半期貸借対照表計上額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動が認められません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、防じんマスク、防毒マスク等の製造及び販売を主な事業内容としております。　

　従って、当社の報告セグメントは「マスク関連事業」としております。

　「マスク関連事業」は防じんマスク、防毒マスク等の労働安全衛生保護具の製造及び販売を行っておりま

す。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

  当第３四半期累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告
セグメント　  その他事業

（注）１
 合計

調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上額
（注）３　

マスク
関連事業

売上高 　     

外部顧客への売上高 5,447,645551,1885,998,834 － 5,998,834
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－　 － － － －

計 5,447,645 551,188 5,998,834 －  5,998,834

セグメント利益又は損失

(△)
2,710,426204,1922,914,618△2,196,912717,706

　（注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業等

　　　　　　を含んでおります。

　　　　２．セグメント利益の調整額△2,196,912千円は、報告セグメントに配分していない全社費用であ　

　　　　　　ります。全社費用は販売費及び一般管理費であります。

　　　　３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　　

  当第３四半期会計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

報告
セグメント　  その他事業

（注）１
 合計

調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上額
（注）３　

マスク
関連事業

売上高 　     

外部顧客への売上高 1,789,383128,1001,917,483 － 1,917,483
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－　 － － － －

計 1,789,383128,1001,917,483 － 1,917,483

セグメント利益又は損失

(△)
899,65649,854949,511△716,528 232,982

　（注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業等

　　　　　　を含んでおります。

　　　　２．セグメント利益の調整額△716,528千円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり

　　　　　　ます。全社費用は販売費及び一般管理費であります。

　　　　３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。　

　

（追加情報）　

　　第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

  21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第

　20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年９月30日）

前事業年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 1,620.66円 １株当たり純資産額 1,576.93円

２．１株当たり四半期純利益金額等 

前第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 32.15円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 66.29円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
65.89円

 

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで

あります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 162,579 335,236

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 162,579 335,236

期中平均株式数（株） 5,057,587 5,057,451

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株）　 － 30,378

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

　　　 －

 

 

  

　　　 －
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前第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）　

当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）　

１株当たり四半期純利益金額 11.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 21.26円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
21.11円

 

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで

あります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 56,625 107,528

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 56,625 107,528

期中平均株式数（株） 5,057,542 5,057,449

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株）　 － 36,608

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

　　　 －

 

 

  

　　　 －

 

 

  

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）の適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期会計期間における

リース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月８日

興研株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　賢治　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　聡司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の平成

22年１月１日から平成22年12月31日までの第48期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半

期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月７日

興研株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　賢治　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　聡司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の平成

23年１月１日から平成23年12月31日までの第49期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30

日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半

期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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